
第 1号議案

令和 5年度事業報告書

令和 5年 4月 1日 か ら令和 6年 3月 31日 まで

特 非営 活動法人  首都東京みなと 」り研
ノヽ

1 事業の成果
令和 5年度は、東京港とその臨海地域の現状とある

べき姿についての調査研究、情報収集を行
い、東京都

港湾局を始め関係団体等に成果を提言した。ま
た、これらの関連事項について講演会を開催

し、一般市民に

普及啓発した。さらには技術資料の取りまとめや港
湾地域の環境改善の基礎研究及びそれらに関連

した資料

の頒布等を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業
支出額

(千円)

受益対象者の範

囲及び人数
従事人数

実施

場所

実施

日日寺
内 容事業名

26

東京港・臨海地

域に関心を寄せ

る者、団体、行

政機関等不特定

多数の一般市民

20名
東京都

港区他

令和 5年 4月 1

日から令和 6年

3月 31日

東京港及びその臨海地域の

現状とあるべき姿について

の調査、研究事業

調査・

研究事

業

26

東京港・臨海地

域に関心を寄せ

る者、団体、行

政機関等不特定

多数

20名
東京都

港区他

令和 5年 4月 1

日から令和 6年

3月 31日

東京港及びその臨海地域の

事業に関する助言及び提言

ぉよびあるべき姿の調査研

究をおこなった。

助言及

び提言

事業

26

東京港・臨海地

域に関心を寄せ

る者、団体、行

政機関等不特定

多数

40名東京都

港区他

令和 5年 4月 1

日から令和 6年

3月 31日

港湾及び臨海地域に関する

国内外の情報収集及び提供

事業を行った。

情報収

集及び

提供事

業

30
一般市民

不特定多数
40名

東京都

港区他

令和 5年 4月 1

日から令和 6年

3月 31日

港湾及び臨海地域に関する

土木技術及び環境技術の基

礎研究事業を行つた。

基 li施研

究事業

180
一般市民

不特定多数
80名

東京都

港区他

令 5年 4月 1日

か ら令和 6年 3

月 31日

東京港及び臨海地域に関す

る講習会、セ ミナー、広報

等による普及啓発事業を行

った。

普及啓

発事業



令和5年度活動計算書
(令和5年 4月 1日から令和6年3月 31日 まで)

特定非営利活動法人 首都東京みなと

第2号議案

倉1
(

り研究会

科 目 金  額

250,000

15,000

40,000

18.000

（
ｕ

0

2フ

265.000

40,000

18,000

27

323.027

経常収益

1 受取会費
正会員受取会費

賛助会員受取会費

2受取寄付金
受取寄付金

3事業収益
(1)東京港及びその臨海地域の現状とあるべき姿について
の調査、研究事業収益

(2)東 京港及びその臨海地域の事業に関する助言及び提言
事業収益

(3)港湾及び臨海地域に関する国内外の情報収集及び提
供事業収益

(4)港湾及び臨海地域に関する土木技術及び環境技術の
基礎研究事業収益

(5)東京港及び臨海地域に関する講習会、セミナー、広報

等|こよる普及啓発事業収益

4その他収益
受取利息

雑収益

経常収益計

ｎ

）

∩
υ
　

〈
υ

ｎ

〉

55,714

85.693

84,520

62,194

Ⅱ 稀常費用
1事業費
(1)人件費

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費



水道光熱費

支払千数料

その他経費計

Q

288.121

2阻 121

72,562

360,683

事業贅計

2管理費
(1)人件費

役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

家賃

租税公課

支払手数料

雑費

その他経費計

管理費計

0

0

0

0

（
Ｕ

16.530

9.300

20,021

15,480

6820

4.411

72.562

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税住民税及び事業税

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

0

△ 37,656

0

3,243.415

3,2051759



令和5年度貸借対照表
(令和6年 3月 31日 現在)

特定非営利活動法人 首都東京みなと創り研究
`

科  目 金  額

3,205,759

0

ｎ
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3,205,759

3.205,759

0
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）

　

ｎ
）

ｎ
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）

3.243,415

△ 37.656

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流動資産合計

2固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産合計

(2)無形固定資産

無形固定資産合計

固定資産合計

資産合計

I :負便の音F

l 流動負債

未払金

流動負債合計

2固 定負債

長期借入金

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

II正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計 3,205,759

負債及び正味財産合計 3,205,759



令和 5年度計算書類の注記

特定非営利活動法人首都東京みなと創 り研究会

1 重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 :2011年 11月 20
日一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
固定資産はありません。

(2)引 当金の計上基準
退職給付引当金等の引当金はありません。

(3)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスは受けてお りません

(4)消費税等の会計処理
消費税については免税事業者です。



令和5年度財産目録

(令和6年 3月 31日 現在 )
特定非営利活動法人 首都東京みなと創り研究

`(単位 :円 )

科  目 金  額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

ゆうちょ銀行通常貯金

三菱東京U FJ銀行普通預金

未収金

流動資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債合計

2固定負債合計

負債合計

正味財産

6.220

1,844,631

1.354,908

0

3.205,759

0

3 205 759
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3.205,759



書式第18号 (法第28

令和5年度 年間役員名簿

令和5年4月 1日 から令和6年 3月 31日まで

生農差三11測]嵯込__」ヨ」[]壺Lみ豊2壼コLL団自全

役 名 氏  名 就任期間
報酬を受けた
期   間

理 事
3 J :r- +7i

余湖由紀夫

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

理 事
ワタナベ ヒサオ

渡辺 日佐夫

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

理  事
タカミ

高見

ケンイチ

憲一

令和5年 4月 1日

～令和6年年 3月 31日

理  事
タカノ

高野

カズオ

ー男

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

理 事 ,

オチアイ

ナ △
ヤf〕 [=1

カズオ

和夫

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

澤 事
モリノ マサハル

盛野 政晴

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

理 事
オオノ コウイチロ

大野 皓一郎

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

理  事
ナカザワ

中澤

ナリアキ

齋彬

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

理 事
ハ ラア

原

ツネオ

恒夫

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

監  事
ヤスマ

新田

カネオミ

洋平

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

ヽ
′



書式第 19号 (法第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 6年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人首都東京みなと創り研究会

氏    名

1 高野一男

2
渡邊日佐夫

3 高見憲一

4 原 恒夫

5 盛野政晴

6 大野暗一郎

7 中澤齋彬

8 余湖由紀夫

9
落合和夫

10 新田洋平

11


